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１．はじめに 
 近年、環境問題、資源・エネルギー問題などが大き

な社会問題となってきている。このような状況の中で、

私たちにできることは、一人一人が環境保全に責任意

識を持ち、自らが行動することが大切であると考える。

そこで本研究では、地方財政が逼迫する状況での、環

境保全活動に関する事業や活動を実施する民間団体

などを支援するための財源調達の手段として、グリー

ンファンド施策を提案する。そして、この施策に対す

る消費者の意識の実態を把握するためにアンケート

調査を実施し、その結果を用いて消費者意識をモデル

化し、モデルを用いたグリーンファンド施策の実行可

能性の検討を行うことを目的としている。 
 
２．グリーンファンド施策の新たな提案 
 我が国では、環境問題の解決への経済的手法として、

税・課徴金や補助金、デポジット制度などが実施され

ている。これらは、国民が環境保全を考えることを目

的としているといえる。これに対して、近年、環境保

全や環境改善などに使用する目的で、国民が自主的に

それらの費用を基金として集め、環境のために使用す

るグリーンファンドという経済的手法が注目されつ

つある。このように活動することで、住民が環境問題

に危機感を抱き、参加できるように考えられている。

財源調達という目的以外にも、個々の環境感を形成す

るという目的としてもグリーンファンド施策は重要

ではないかと考えられる。 
 そこで、本研究では、徳島県において新たにグリー

ンファンド施策を提案する。ここでは、商品購入時に

キャッシュバック（割引）ポイント制度を実施する商

店などにおいて、購入者に提供されるポイントの一部

を「グリーンファンド（基金）」として寄付してもら

い、それを原資として徳島県内における様々な環境保 
 
 

全に関する事業や活動を実施する民間団体等を経済 
的に支援するというものをグリーンファンド施策と

して提案する。図－1に本研究で提案するグリーンフ
ァンド制度の仕組みを示す。 

      
図－1 グリーンファンド制度の仕組み 

 
３．調査目的と概要 
 この施策を提案するにあたり、消費者の意識の特徴

をとらえる必要がある。そこで、平成 13 年 10 月に
徳島県内の 4つのショッピングセンターにおいて「グ
リーンファンド制度に関する意識調査」と題してアン

ケートを実施した。このアンケートは、徳島県内の消

費者の意識を分析することにより、消費者、事業者、

行政、団体等すべての主体が連携・協力して環境保全

活動や事業を支援する

本施策の実行可能性を

検討することを目的と

している。アンケートの

概要は表－1に示す。   
 

＜ 消 費 者 ＞＜ 消 費 者 ＞＜ 消 費 者 ＞＜ 消 費 者 ＞ ＜ 事 業 者 ＞＜ 事 業 者 ＞＜ 事 業 者 ＞＜ 事 業 者 ＞

商 品 購 入商 品 購 入商 品 購 入商 品 購 入

購入ポイント加算購入ポイント加算購入ポイント加算購入ポイント加算

グリーンファンドグリーンファンドグリーンファンドグリーンファンド
（基金）（基金）（基金）（基金）

基 金 運 営 組 織基 金 運 営 組 織基 金 運 営 組 織基 金 運 営 組 織

ポイントの一部に相当するポイントの一部に相当するポイントの一部に相当するポイントの一部に相当する
金額を基金へ寄付金額を基金へ寄付金額を基金へ寄付金額を基金へ寄付

　ポイントサービス　ポイントサービス　ポイントサービス　ポイントサービス
　　　　（ｷｬｯｼｭﾊﾞｯｸ）
　（割引ｻｰﾋﾞｽ）
　（商品交換）　など

＜消費者のメリット＞＜消費者のメリット＞＜消費者のメリット＞＜消費者のメリット＞

　ポイントの一部を提供する
ため、普段の買物により、環
境保全へ「参加・協力」でき
ます。

＜事業者のメリット＞＜事業者のメリット＞＜事業者のメリット＞＜事業者のメリット＞

　環境保全に協力することに
より、企業イメージの向上や
消費者へのＰＲ効果が期待で
きる。

　県民・事業者のパートナーシッ
プにより、環境保全活動や事業の
充実を図ることができる。

環境保全活動や事業の実施環境保全活動や事業の実施環境保全活動や事業の実施環境保全活動や事業の実施

実実実実
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表－1 アンケート概要 
    

施年月施年月施年月施年月 平成13年10月平成13年10月平成13年10月平成13年10月

配布数配布数配布数配布数 2,400部2,400部2,400部2,400部

回収数回収数回収数回収数 331部331部331部331部

回収率回収率回収率回収率 13.8%13.8%13.8%13.8%
 
 

キーワード ： グリーンファンド, 消費者行動モデル, 実行可能性分析 
連絡先 ： 〒770-8506 徳島県徳島市南常三島町 2-1   Tel.(088) 656-7339  Fax.(088) 656-7341 



（1000 円につき） 

４．消費者行動モデルのパラメータ推定 
 新たに提案したグリーンファンド施策の有効性を

分析するために、アンケート結果を用いて消費者行動 
モデルを構築する。 
 地域 iの消費者が商業施設 jで買物する額、つまり
地域 iの消費者から商業施設 jへの買物消費額流動は
式(1)と表すことができる。またその商業施設の魅力
度関数 Z をここでは、店舗面積、ポイント還元率、
グリーンファンド制度の貢献率で表す。その式が(2)
である。 
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導入しないと考えられる。そこで、７つのショッピン

グセンターにおけるシミュレーションを行い、本施策

導入による効果を分析する。 
表－3 商業施設の店舗面積 

 
まず、表－3に示した 7つの商業施設への魅力度を
同じと考え、商業施設の売上額を算出する。そして、

そこから a 施設のみがグリーンファンド施策を導入
したときの商業施設へ与える影響を求める。表－4は、
シミュレーションの条件を表す。①案をベースとして、

②案、③案では a施設のみを表のように変化させる。 
この条件を用い   表－4 シミュレーション条件 

てa施設の売上

額を見てみる

と図－2 のよう

に売上額は高

くなる。また導

入しなかった

施設について 39393939

(1) 

(2) 

施設 a b c d e f g

店舗面積(千cm
2
) 26.5 7.5 7.7 8.2 7.2 4.0 18.8

①案
　ポイント還元率＝10円
　グリーンファンド貢献率＝0円

②案
　（a施設のみ）
　ポイント還元率＝5円
　グリーンファンド貢献率＝5円

③案
　（a施設のみ）
　ポイント還元率＝10円
　グリーンファンド貢献率＝5円

（億円）
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Ｉ：消費者の買物（交通費用含む）に使える予算額 

ｚj：商業施設 jの魅力度 , Ｃij：地域ｉ→商業施設 jへの交通費用 

ｓMj：商業施設ｊの規模 , ｓPj：商業施設ｊのポイント制の還元率 

ｓGj：商業施設ｊのグリーンファンド制度の貢献率 

α，β：パラメータ , aM, aP,, aG：係数 
この 2式を用いて重回帰分析したところ、決定係数
0.895と非常によい結果が得られた。そして、アン
ート結果より、1ヶ月の買物消費額を式で表し、そ
を用いて表－2のようにパラメータを推定した。 
分析の結果、求めたパラメ  表－2 パラメータ推定 
タより、消費者は、ポイン

還元率よりもグリーンファ

ド制度の貢献率が大きいほ

、その商業施設に魅力を感

るとわかった。このことか

考えても、消費者の環境に

する意識は高く、この施策を導入すれば、さらに環

への意識は向上するのではないかと考えられる。ま

、店舗面積や交通費、魅力度より商業施設への買物

費額が求まることもわかった。 
 

．実行可能性分析 
本研究で提案したグリーンファンド施策を実施す

には、消費者だけでなく、商業施設の利潤も考慮し

ければならない。つまり、施策導入後の利潤が導入

の利潤よりも上回らなければ、事業者はこの施策を

は、消費者が a

施設に魅力を

感じ、足を向け

るため、売上は

減少すること

がわかった。こ

のことから考えると、グリーンファンド施策をどの商

業施設よりも早く導入すると、たいへん効果が見込ま

れると考えられる。 

 
６．おわりに 
 本研究では、環境保全に関する事業や活動を実施す

る民間団体等を経済面で支援する具体的な経済的手

法である新たなグリーンファンド施策を提案し、実行

可能性について分析した。アンケート調査では、消費

者の環境に対する意識が高まっていることがわかっ

た。本施策を実施することで、環境保全活動のための

財源を確保するだけでなく、消費者の意識の向上や商

業施設の売上額にも貢献されることがわかった。今後、

この施策を導入することで、より一層、環境保全活動

へ貢献できると考える。 
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図－2 a 施設の売上額の変化 

αααα 0.7550.7550.7550.755

ββββ 0.8600.8600.8600.860

aaaaMMMM 0.009370.009370.009370.00937

aaaaPPPP 0.001670.001670.001670.00167

aaaaGGGG 0.001830.001830.001830.00183

-68-


